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平成 1４年度決算（特殊法人等会計処理基準準拠）の概要 
 

 
国際協力銀行 

 
 
国際協力銀行は平成 15年 6月 30 日、国際協力銀行法第 40条に基づき平成 14年度財務諸表（自平

成 14 年 4 月 1 日～至平成 15 年 3 月 31 日）を官報に公告致しました。概要については以下の通りと

なっています。なお、当該財務諸表は国際協力銀行法、関連政省令および告示、並びに「特殊法人等

会計処理基準（昭和 62 年 10 月 2 日財政制度審議会公企業会計小委員会報告）」に基づいて作成され

たものです。 

 

 

１．概観  

 

平成 14 年度は国際金融等勘定で 605 億円の利益金（前年度比 277 億円の減益）、海外経済協力勘定

で 2,601 億円の損失金（同 3,585 億円の減益）を計上しました。 

両勘定における大幅な減益は、平成 14 年 12 月に政府より発表された「債務救済方式の見直し」に

より、従来の政府による債務救済無償の供与に代えて、本行の対象円借款債権の放棄を実施する方法

に債務救済の手法が変更されたことに伴い、新たに対象債権の一部について貸倒引当金を計上し、今

後の対象債権の放棄に備えたことが主因です。 

平成 14 年度末の国際金融等勘定の総資産は 10 兆 7,000 億円（前年度比 9,086 億円減）、負債計は

9兆 457 億円（同 9,250 億円減）、資本計は 1兆 6,543 億円（同 164 億円増）、海外経済協力勘定の総

資産は 11 兆 1,817 億円（同 1,281 億円減）、負債計は 4 兆 6,567 億円（同 871 億円減）、資本計は 6

兆 5,250 億円（同 410 億円減）、両勘定合計の総資産は 21 兆 8,817 億円（同 1兆 367 億円減）、負債

計は 13 兆 7,024 億円（同 1兆 121 億円減）、資本計は 8兆 1,793 億円（同 246 億円減）となりました。

また平成 14 年度の総資産に占める資本合計の比率は国際金融等勘定で 15.5％、海外経済協力勘定で

58.4％、両勘定合計で 37.4％と引き続き高いレベルを維持しています。 
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２．利益金推移 

 

３．損益推移 

国際金融等勘定一般勘定 

 

 

 

（単位：億円）
増 △ 減

１４年度－１３年度

882 605 △ 277
882 605 △ 277

0 － △ 0
984 △ 2,601 △ 3,585　海外経済協力勘定

平成１３年度 平成１４年度

　国際金融等勘定総括
　　一般勘定
　　特別勘定

（単位：億円）
増 △ 減

１４年度－１３年度
貸付金利息 3,910 2,859 △ 1,050
　貸付金利息 1,898 1,565 △ 334

収 　外貨貸付金利息 2,011 1,295 △ 717
受入雑利息 338 494 155
預け金利息 87 38 △ 49
受入手数料 32 24 △ 9

益 外国為替益 38 29 △ 9
その他 31 37 6

 計 4,438 3,481 △ 956
借入金利息 1,858 1,612 △ 246
債券利息 756 543 △ 212

損 支払雑利息 704 293 △ 410
事務費 156 154 △ 1
動産不動産減価償却費 13 11 △ 2
外国為替損 21 41 20
貸付金償却 － 3 3
繰延勘定償却 14 17 3

失 支払手数料 29 33 4
その他 0 1 0

 計 3,551 2,710 △ 841
貸倒等引当金洗替前利益金 887 772 △ 115
貸倒等引当金戻入額 358 363 5
貸倒等引当金繰入額 ※１ 363 ※２ 529 167
貸倒等引当金洗替後利益金 882 605 △ 277

　※１　貸倒引当金　　　　　　　　：　317（貸付金残高の3/1,000。財務省告示第十五条第一号）
　　　　 特定海外債権引当勘定 ：　  46（財務省告示第十五条第二号に規定する債権の300/1,000）
　※２　貸倒引当金　　　　　　　　：　293（貸付金残高の3/1,000。財務省告示第十五条第一号）
　　　　 特定海外債権引当勘定 ：　  42（財務省告示第十五条第二号に規定する債権の300/1,000） 　　　
　　　　　　 　　　　　　　　　　   　　　　194（財務省告示第十五条第三号、四号又は五号に規定する債権の全額）

平成１３年度 平成１４年度
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海外経済協力勘定 

 

（単位：億円）
増 △ 減

１４年度－１３年度
貸付金利息 2,649 2,555 △ 94

収 受取配当金 26 26 △ 0
預け金利息 0 0 △ 0
受入手数料 7 6 △ 1
外国為替益 1 0 △ 1

益 その他 3 3 △ 0
 計 2,687 2,590 △ 97

借入金利息 1,566 1,394 △ 173
債券利息 7 7 －

損 事務費 94 93 △ 1
動産不動産減価償却費 5 4 △ 1
繰延勘定償却 0 0 －

失 支払手数料 18 20 2
外国為替損 2 0 △ 2
出資金処分損 5 － △ 5
その他 0 3 3

 計 1,698 1,522 △ 176
貸倒等引当金洗替前利益金 989 1,068 80
貸倒等引当金戻入額 346 351 4
貸倒等引当金繰入額 ※３ 351 ※４ 4,020 3,669
貸倒等引当金洗替後利益金 984 △ 2,601 △ 3,585

　※３　貸倒引当金（円借款分）　　　：　11（貸付金残高の0.1/1,000。財務省告示第十六条第一号）
　　　　 貸倒引当金（海外投融資分）：    8（貸付金残高の30/1,000。財務省告示第十六条第一号）
　　　　 出資損失引当金　：　332（出資金残高×出資先欠損金/出資先資本金。財務省告示第十六条第二号）
　※４　貸倒引当金（円借款分）　　　：　11（貸付金残高の0.1/1,000。財務省告示第十六条第一号）
　　　　 貸倒引当金（海外投融資分）：    2（貸付金残高の30/1,000。財務省告示第十六条第一号）
　　　 　特定海外債権引当勘定　 :   3,658（財務省告示第十六条第三号に規定する債権の全額）
　　　　 出資損失引当金　：　348（出資金残高×出資先欠損金/出資先資本金。財務省告示第十六条第二号）

平成１３年度 平成１４年度
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４．貸借対照表推移 

国際金融等勘定総括勘定 

海外経済協力勘定 

 

（単位：億円）
平成１３年度 平成１４年度 増  △  減

１４年度－１３年度
貸付金 105,577 97,607 △  7,970
　 貸付金 54,386 47,781 △  6,605
　 外貨貸付金 51,191 49,826 △  1,365

資 出資金 11 11 －
有価証券 － － －
現金預け金 3,787 2,287 △  1,500
未収収益 943 926 △  17
雑勘定 324 158 △  167

産 動産不動産 216 208 △  8
繰延勘定 36 28 △  7
支払承諾見返 5,556 6,305 749
貸倒等引当金 △  363 △  529 △  167

 計 116,087 107,000 △  9,086
借入金 75,746 66,070 △  9,677

負 債券 16,106 16,433 327
未払費用 823 593 △  230

債 雑勘定 1,476 1,057 △  420
支払承諾 5,556 6,305 749

・ 　（負債計） 99,707 90,457 △  9,250
資本金 9,855 9,855 －

資 準備金 5,642 6,083 441
利益金 882 605 △  277
　（資本計） 16,379 16,543 164

本
 計 116,087 107,000 △  9,086

（単位：億円）
平成１３年度 平成１４年度 増  △  減

１４年度－１３年度
貸付金 110,244 112,341 2,097
　 円借款 109,982 112,265 2,283
　 海外投融資 262 76 △  186

資 出資金 1,538 1,541 3
有価証券 － － －
現金預け金 496 595 99
未収収益 1,088 1,280 192
雑勘定 5 6 0

産 動産不動産 76 73 △  2
繰延勘定 0 0 △  0
貸倒等引当金 △  351 △  4,020 △  3,669

 計 113,098 111,817 △  1,281
借入金 46,998 46,117 △  881

負 債券 250 250 －
未払費用 176 177 0

債 雑勘定 13 23 10
　（負債計） 47,438 46,567 △  871

・ 資本金 62,852 65,043 2,191
積立金 1,823 2,807 984

資 利益金 984 △  2,601 △  3,585
　（資本計） 65,660 65,250 △  410

本
 計 113,098 111,817 △  1,281
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総括 

 

 

５．財政状態                （単位：億円） 

 
平成 13 年度 平成 14 年度 

増△減 
14 年度－13 年度 

国際金融等勘定総括勘定 

総資産 116,087 107,000 △9,086 

資本合計 16,379 16,543 164 

資本合計/総資産 14.1% 15.5% 1.4% 

海外経済協力勘定 

総資産 113,098 111,817 △1,281 

資本合計 65,660 65,250 △410 

資本合計/総資産 58.1% 58.4% 0.3% 

総括 

総資産 229,184 218,817 △10,367 

資本合計 82,039 81,793 △246 

資本合計/総資産 35.8% 37.4% 1.6% 

 

（単位：億円）
平成１３年度 平成１４年度 増 △ 減

１４年度－１３年度
貸付金 215,821 209,948 △ 5,873
出資金 1,550 1,553 3

資 有価証券 － － －
現金預け金 4,283 2,882 △ 1,401
未収収益 2,031 2,206 174
雑勘定 330 163 △ 166
動産不動産 291 281 △ 10
繰延勘定 36 29 △ 7

産 支払承諾見返 5,556 6,305 749
貸倒等引当金 △ 714 △ 4,549 △ 3,835

 計 229,184 218,817 △ 10,367
借入金 122,745 112,187 △ 10,558
債券 16,356 16,683 327

負 未払費用 999 769 △ 230
雑勘定 1,490 1,080 △ 410
支払承諾 5,556 6,305 749

債 　（負債計） 147,145 137,024 △ 10,121
国際金融等勘定資本金 9,855 9,855 －

・ 海外経済協力勘定資本金 62,852 65,043 2,191
国際金融等勘定準備金 5,642 6,083 441

資 国際金融等勘定利益金 882 605 △ 277
海外経済協力勘定積立金 1,823 2,807 984
海外経済協力勘定利益金 984 △ 2,601 △ 3,585

本 　（資本計） 82,039 81,793 △ 246

 計 229,184 218,817 △ 10,367
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６．延滞債権（注）について 
（注）弁済期限を 6箇月以上経過して延滞となっている貸付の元金残高額。財務諸表「重要な会計方針等 ５．その

他財務諸表作成のための重要な事項」に記載。 

 
国際金融等勘定総括勘定                    （単位：億円） 

 平成 13 年度末 平成 14 年度末 
増△減 

14 年度－13 年度 

延滞債権-① 1,513 1,133 △379 

貸付金残高-② 105,577 97,607 △7,970 

①／② （％） 1.43% 1.16% △0.27% 

（注）各年度末までにパリクラブにおいて返済繰延べ合意がなされていることから、延滞債権から 

除かれている債権金額は平成 13 年度末で 911 億円、平成 14 年度末で 3,420 億円です。 

 

海外経済協力勘定                       （単位：億円） 

 平成 13 年度末 平成 14 年度末 
増△減 

14 年度－13 年度 

延滞債権-① 4,145 3,872 △273 

貸付金残高-② 110,244 112,341 2,097 

①／② （％） 3.76% 3.45% △0.31% 

（注）各年度末までにパリクラブにおいて返済繰延べ合意がなされていることから、延滞債権から 

除かれている債権金額は平成 13 年度末で 4,797 億円、平成 14 年度末で 15,500 億円です。 

 
以上 


